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源泉徴収についてお分かりにならない点などがありましたら、ご遠慮なく
税務署におたずねください。

　源泉所得税の納付は、インターネットを利用したe-Tax（イータックス）
をご利用になると便利です。 
　e-Taxをはじめてご利用になる場合は、e-Taxホームページからオンラ
インで開始届出書を提出してください（書面でも提出できます。）。 
　なお、源泉所得税の納付などの電子納税に限ってe-Taxをご利用になる
場合には、電子証明書は不要となっています。 
　詳しくは、e-Taxホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】をご覧ください。 

イータックス 

☆☆源泉所得税の納付は電子納税で！！☆☆ 

イータ君 

で 検索 



この「源泉徴収のしかた」は、給与の源泉徴収事務を中心にその概要を説明したもの
です。正しく源泉徴収をするため、この説明書を十分活用していただきたいと思います。

凡　　　例

１ この「源泉徴収のしかた」は、平成２２年５月１日現在の所得税関係法令の規定に基づいて作
成してあります。
２ 文中で用いている略語は、次のとおりです。
所　　法……………所得税法（昭４０法律第３３号）
所　　令……………所得税法施行令（昭４０政令第９６号）
所　　規……………所得税法施行規則（昭４０大蔵省令第１１号）
措　　法……………租税特別措置法（昭３２法律第２６号）
措　　令……………租税特別措置法施行令（昭３２政令第４３号）
措　　規……………租税特別措置法施行規則（昭３２大蔵省令第１５号）
法　　法……………法人税法（昭４０法律第３４号）
平２０改正
法 附 則……………所得税法等の一部を改正する法律（平２０法律第２３号）附則

平２２改正
法 附 則……………所得税法等の一部を改正する法律（平２２法律第６号）附則

平２２改正
措令附則……………租税特別措置法施行令等の一部を改正する政令（平２２政令第５８号）附則

平２２改正
措規附則……………租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（平２２財務省令第１７号）附則

基　　通……………所得税基本通達（昭４５直審（所）３０）
措　　通……………昭６３.３.３１付直法６－８ほか１課共同「租税特別措置法に係る所得税の取扱い

《源泉所得税関係》について」通達

措通（譲）……………平１４.６.２４付課資３－１ほか３課共同「租税特別措置法（株式等に係る譲渡所
得等関係）の取扱いについて」通達

３　文中、例えば「所法９①三イ」とあるのは、所得税法第９条第１項第３号イの条項を示します。
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第１　所得税の源泉徴収制度の概要

蠢 源泉徴収制度の意義
所得税は、所得者自身が、その年の所得金額とこれに対する税額を計算し、これらを自主的に申告して

納付する、いわゆる「申告納税制度」が建前とされていますが、これと併せて特定の所得については、そ
の所得の支払の際に支払者が所得税を徴収して納付する源泉徴収制度が採用されています。
この源泉徴収制度は、①給与や利子、配当、税理士報酬などの所得を支払う者が、②その所得を支払う

際に所定の方法により所得税額を計算し、③支払金額からその所得税額を差し引いて国に納付するという
ものです。この制度により源泉徴収された所得税の額は、源泉徴収だけで課税関係が終了する源泉分離課
税の利子所得などを除き、最終的にはその年の年末調整や確定申告によって精算されます。

源泉徴収制度においては、所得税を源泉徴収して国に納付する義務のある者を「源泉徴収義務者」とい
います。源泉徴収の対象とされている所得の支払者は、それが会社や協同組合である場合はもちろん、学
校、官公庁であっても、また、個人や人格のない社団・財団であっても、すべて源泉徴収義務者となりま
す（所法６）。
ただし、常時２人以下の家事使用人のみに対して給与等の支払をする個人が支払う給与等や退職手当等、

税理士報酬などの報酬・料金等については、所得税を源泉徴収する必要はありません（所法１８４、２００、２０４
②二）。

源泉徴収義務者が源泉徴収した所得税は、その納税地の所轄税務署に納付することになりますが、源泉
所得税の納税地は、原則として、源泉徴収の対象とされている所得の支払事務を取り扱う事務所や事業所
等のその支払の日における所在地とされています（所法１７）。

１　「給与支払事務所等の開設届出書」の提出
給与等の支払者は、次の事実が生じた場合には、その事実が生じた日から１か月以内に「給与支払事務

所等の開設届出書」を、その給与支払事務所等の所在地の所轄税務署長に提出することになっています
（所法２３０、所規９９）。
（注）個人が新たに事業を始めたり、事業を行うための事務所などを設けたりした場合には、「個人事業の開業等届出書」を
所轄税務署長に提出することになっていますので（所法２２９）、この届出書の提出は不要です（所法２３０）。
盧 新たに給与等の支払事務を取り扱う事務所等を設けたこと（例えば、法人の設立、支店や営業所の開
設等）。
盪 支店、営業所等で新たに給与等の支払事務を取り扱うことになったこと。
（注）「給与支払事務所等の開設届出書」の記載例は、２８ページを参照してください。
２　「給与支払事務所等の移転（廃止）届出書」の提出
給与等の支払者は、次の事実が生じた場合には、その事実が生じた日から１か月以内に「給与支払事務

所等の移転（廃止）届出書」を、その給与支払事務所等の所在地の所轄税務署長に提出することになって
います（所法２３０、所規９９）。
（注）個人の事業者が事業を行う事務所等を移転したり廃止したりした場合には、「個人事業の廃業等届出書」を所轄税務署
長に提出することになっていますので（所法２２９）、この届出書の提出は不要です（所法２３０）。
盧 解散や廃業、休業等により給与等の支払がなくなったこと。
盪 支店や営業所等で給与等の支払事務を取り扱わなくなったこと。
蘯 給与等の支払事務を取り扱う事務所等を移転したこと。
（注）給与等の支払事務を取り扱う事務所等を移転した場合には、移転前及び移転後のそれぞれの納税地の所轄税務署長に
この届出書を提出することになっています（所規９９）。

源泉徴収の対象となる所得の範囲は、その所得の支払を受ける者の区分に応じて次の表のとおりとなっ
ています。
なお、これらのうち主なものについては、それぞれの項で説明します。

蠡 源泉徴収義務者

蠱 源泉所得税の納税地

蠶 給与支払事務所等の届出

蠹 源泉徴収の対象となる所得の範囲
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蠧 源泉徴収をする時期
所得税の源泉徴収をする時期は、現実に源泉徴収の対象となる所得を支払う時です。したがって、これらの

所得を支払うことが確定していても、現実に支払われなければ原則として源泉徴収をする必要はありません。
（注）源泉徴収を行う際の「支払」には、現実に金銭を交付する行為のほか、元本に繰り入れ又は預金口座に振り替えるなど

その支払の債務が消滅する一切の行為を含みます（基通１８１～２２３共－１）。

１　納付期限
源泉徴収義務者が源泉徴収をした所得税は、原則として、その源泉徴収の対象となる所得を支払った月

の翌月１０日までに納付しなければならないことになっています（所法１８１ほか）。
なお、この納付期限の日が日曜日、祝日などの休日や土曜日に当たる場合には、その休日明けの日が納

付期限となります（国税通則法１０②、同施行令２②）。
この納付期限までに納付されない場合には、原則として源泉徴収義務者は延滞税や不納付加算税などを

負担しなければならないことになります（国税通則法６０、６７、６８）。

蠻 源泉徴収をした所得税の納付

支払を受ける者 源 泉 徴 収 の 対 象 と さ れ て い る 所 得 の 種 類

居 住 者

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�

（所法２①三）
国内に住所を有
する個人又は現
在まで引き続い
て１年以上居所
を有する個人

１ 利子等（所法２３、１８１、措法３の３①③、４の４①、６②）
２ 配当等（所法２４、２５、１８１、措法８の２①、８の３①③、９の２②、９の３の２�、３７の１１の６�）
３ 給与等（所法２８、１８３）
４ 退職手当等（所法３０、３１、１９９、措法２９の６）
５ 公的年金等（所法３５③、２０３の２）
６ 報酬・料金等（所法２０４、措法４１の２０）
７ 保険業法に規定する生命保険会社、損害保険会社等と締結した保険契約等に基づく年金（所法２０７）
８ 定期積金の給付補てん金等（所法１７４三～八、２０９の２、措法４１の１０）
９ 匿名組合契約等に基づく利益の分配（所法２１０）
１０ 特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等（措法３７の１１の４）
１１ 懸賞金付預貯金等の懸賞金等（措法４１の９）
１２ 割引債の償還差益（措法４１の１２）

内 国 法 人

�
�
�
�

�

�
�
�
�

�

（所法２①六）
国内に本店又は
主たる事務所を
有する法人

１ 利子等（所法１７４一、２１２③、措法３の３②③、６②）
２ 配当等（所法１７４二、２１２③、措法８の２③、８の３②③、９の２①②、９の３の２�）
３ 定期積金の給付補てん金等（所法１７４三～八、２１２③）
４ 匿名組合契約等に基づく利益の分配（所法１７４九、２１２③）
５ 馬主が受ける競馬の賞金（所法１７４十、２１２③）
６ 懸賞金付預貯金の懸賞金等（措法４１の９）
７ 割引債の償還差益（措法４１の１２）

非 居 住 者

�
�

�
�
�

�

（所法２①五）
居住者以外の
個人

及び
外 国 法 人

�
�

�
�
�

�

（所法２①七）
内国法人以外の
法人

１ 次に掲げる対価等で国内にその源泉があるもの（所法１６１一の二～十二、２１２①②⑤、措法９の３
の２①、３７の１１の６�、４２①）
	 国内において行う組合契約事業から生ずる利益の配分（国内に恒久的施設を有しない非居住者
又は外国法人が支払を受けるものを除きます。）

（注）「組合契約事業」とは、所得税法第１６１条第１号の２に規定する組合契約に基づいて行う事業をいいます。

 国内にある土地等の譲渡による対価
� 国内において人的役務の提供事業を行う者が受けるその役務提供の対価
� 国内にある不動産、船舶、航空機などの貸付けの対価及び地上権などの設定の対価

 国内にある営業所等に預け入れられた預貯金の利子等
� 内国法人から受ける剰余金の配当、利益の配当、剰余金の分配又は基金利息、国内にある営業
所等に信託された投資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除きます。）又は
特定受益証券発行信託の収益の分配
� 国内において業務を行う者に対する国内業務に係る貸付金の利子
� 国内において業務を行う者から受けるその国内業務に係る工業所有権、著作権等の使用料又は
譲渡の対価
� 給与等その他人的役務の提供に対する報酬のうち、国内において行う勤務等に基因するもの、
公的年金等のうち一定のもの、退職手当等のうち受給者が居住者であった期間に行った勤務等に
基因するもの（非居住者のみ）
� 国内において行う事業の広告宣伝のための賞金
� 国内にある営業所等を通じて保険業法に規定する生命保険会社、損害保険会社等と締結した保
険契約等に基づく年金
� 国内の営業所等が受け入れた定期積金の給付補てん金等
� 国内において事業を行う者に対する出資につき、匿名組合契約等に基づいて受ける利益の分配
２ 外国特定目的信託の利益の分配又は外国特定投資信託の収益の分配（措法９の６）
３ 国内に恒久的施設を有する非居住者が行う特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等（措法
３７の１１の４）
４ 懸賞金付預貯金等の懸賞金等（措法４１の９）
５ 割引債の償還差益（措法４１の１２）
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２　納期の特例等
盧 納期の特例

給与等の支給人員が常時１０人未満である源泉徴収義務者については、「源泉所得税の納期の特例の承
認に関する申請書」を提出してその承認を受けることにより、給与等や退職手当等、税理士等の報酬・
料金について源泉徴収した所得税を次のように年２回にまとめて納付する、納期の特例の制度が設けら
れています（所法２１６、２１７）。
なお、この承認申請書を提出した日の属する月の翌月末日までに税務署長から承認又は却下の通知が

ない場合には、その申請月の翌月末日において承認があったものとされ、その申請月の翌々月の納付分
からこの特例が適用されます（所法２１７⑤）。

（注）１　納期の特例の適用が受けられる所得税は、次に掲げるものに限られます（所法２１６）。
①　給与等及び退職手当等（非居住者に支払ったこれらのものを含みます。）について源泉徴収をした所得税
② 弁護士（外国法事務弁護士を含みます。）、司法書士、土地家屋調査士、公認会計士、税理士、社会保険労務士、
弁理士、海事代理士、測量士、建築士、不動産鑑定士、技術士等に支払った所得税法第２０４条第１項第２号に掲
げる報酬・料金について源泉徴収をした所得税

２ この申請書が郵便又は信書便により提出された場合には、その郵便物又は信書便物の通信日付印により表示され
た日に提出されたものとみなされます（国税通則法２２）。
３ 「源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書」の記載例は、２８ページを参照してください。

盪 納期限の特例
盧の納期の特例の承認を受けている源泉徴収義務者が、その年１２月２０日までに「納期の特例適用者に

係る納期限の特例に関する届出書」を所轄税務署長に提出したときは、その届出をした年以後の各年の
７月から１２月までの間に源泉徴収した所得税の納期限は、翌年１月２０日となります（措法４１の６①）。
ただし、その届出をした年以後の各年において、次のいずれかに該当する事実がある場合には、この

納期限の特例の適用はなく、その年７月から１２月までの間に源泉徴収した所得税の納期限は、翌年１月
１０日となります（措法４１の６②）。
イ　その年１２月３１日において源泉所得税の滞納があること。
ロ　その年７月から１２月までの間に源泉徴収した所得税を翌年１月２０日までに納付しなかったこと。
（注）１ この届出書が郵便又は信書便により提出された場合には、その郵便物又は信書便物の通信日付印により表

示された日に提出されたものとみなされます（国税通則法２２）。
２ 盧の納期の特例の承認申請と同時にこの届出書を提出することができます。２８ページの記載例を参照して
ください。

３　納付の手続
源泉徴収をした所得税は、e-Tax（イータックス）を利用して納付するか又は「所得税徴収高計算書

（納付書）」を添えて最寄りの金融機関若しくは所轄の税務署の窓口で納付します（所法２２０、所規８０、措
令２５の１０の１１⑥、２５の１０の１３⑬、２６の１０①、国税通則法３４①）。
また、所得税徴収高計算書（納付書）の種類とその使用区分は、次の表のとおりですが、納付に当たっ

ては、税務署からお知らせしている整理番号を忘れずに納付書に記入してください。
なお、e-Taxに関する詳しい情報は、e-Taxホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】でご確認ください。

源 泉 所 得 税 の 区 分 納 付 期 限
１月から６月までの間に源泉徴収した所得税 ７月１０日
７月から１２月までの間に源泉徴収した所得税 翌年１月１０日

所得税徴収高計算書（納付書）の種類 略 号 左の納付書を使用する所得の種類

給与所得、退職所得等の所得税徴収高計算書（納付
書）（一般用及び納期特例用）

給与所得、退職所得及び弁護士、税理士等の報酬・
料金

報酬・料金等の所得税徴収高計算書（納付書）
弁護士、税理士等の報酬・料金以外の報酬・料金等、
生命保険契約、損害保険契約等に基づく年金及び公
的年金等

利子等の所得税徴収高計算書（納付書）
利子所得、投資信託（法人課税信託を除きます。）又は特定受益証券
発行信託の収益の分配及び匿名組合契約等に基づく利益の分配

配当等の所得税徴収高計算書（納付書）
配当所得（投資信託（法人課税信託を除きます。）、特定受
益証券発行信託の収益の分配及び源泉徴収選択口座に受け
入れた上場株式等に係る配当所得を除きます。）

非居住者・外国法人の所得についての所得税徴収高
計算書（納付書）

非居住者及び外国法人に支払う各種の所得（割引債の償還差益、源泉
徴収を選択した特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等及び源
泉徴収選択口座に受け入れた上場株式等に係る配当所得を除きます。）

償還差益の所得税徴収高計算書（納付書） 割引債の償還差益

定期積金の給付補てん金等の所得税徴収高計算書
（納付書）

定期積金の給付補てん金等及び懸賞金付預貯金等の
懸賞金等

上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉
徴収選択口座内配当等の所得税徴収高計算書（納付書）

源泉徴収を選択した特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得
等及び源泉徴収選択口座に受け入れた上場株式等に係る配当所得
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第２　給与所得の源泉徴収事務

居住者に支払う給与所得の源泉徴収事務は、月々（日々）行う給料や賞与などの源泉徴収の事務と年末
に行う年末調整の事務とに大別され、①課税対象となる給与所得の範囲、②配偶者控除や扶養控除などの
諸控除の適用要件、③税額表の使い方や具体的な税額計算の方法などが、そのポイントとなります。
（注） 居住者と非居住者との区分は、その人の国籍や在留資格（入国ビザ）には関係がなく、その人が国内に住所を有す

るか又は国内に継続して１年以上居所を有するかどうかなどにより判定しますが、次の場合には、それぞれ次のよう
に取り扱われます。
１ 国内に居住することとなった人が、国内に継続して１年以上居住することを通常必要とする職業を有するような
場合には、その人は国内に住所を有する人と推定されます（所令１４）。
２ 国外に居住することとなった人が、国外に継続して１年以上居住することを通常必要とする職業を有するような
場合には、その人は国内に住所を有しない人と推定されます（所令１５）。

給与所得の源泉徴収事務のあらまし及び源泉徴収を行うに当たって使用する税額表や申告書等は、次の
とおりです。これらの税額表や申告書等は、税務署に用意してあります。
また、国税庁では、源泉徴収義務者の方に最新の情報をお届けするため、国税庁ホームページ内に特設

ページとして「源泉徴収義務者の方へ」【www.nta.go.jp/gensen/index.htm】ページを設けています。
この「源泉徴収義務者の方へ」のページでは、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」などの各種様

式や、「源泉徴収のしかた」などの各種手引・パンフレットをはじめ、源泉所得税に関する質疑応答事例な
ど源泉徴収の手続に際し必要となる情報を掲載していますので、ぜひご利用ください。
なお、「源泉徴収義務者の方へ」のページは、国税庁ホームページのトップページの左下にある「源泉徴

収義務者の方へ」の入口から簡単にアクセスすることができます。

蠢 源泉徴収事務のあらまし

○・月々（日々）の給料や賞与などを支払う際に行う源泉徴収事務 

〈事務の内容〉 〈使用する税額表や申告書等〉 

１　控除対象配偶者、扶養親族などの内容の確認 「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」 

「給与所得の源泉徴収税額表」（月額表及び日額表）、 
「賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表」 

「給与所得・退職所得に対する所得税源泉徴収簿」 

「給与所得、退職所得等の所得税徴収高計算書（納 
付書）」 

２　給料や賞与などに対する源泉徴収税額の計算 

３　源泉徴収税額の徴収とその事績の記録 

４　源泉徴収税額の納付 

……… 

……… 

……… 

……… 

○・年末調整事務等 

〈事務の内容〉 〈使用する税額表や申告書等〉 

５　生命保険料・地震保険料控除、配偶者特別控 
　除、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除など 
　の諸控除額の確認 

「給与所得者の保険料控除申告書 兼 給与所得者の 
配偶者特別控除申告書」、「給与所得者の（特定増改 
築等）住宅借入金等特別控除申告書」 

「年末調整のための所得税額の速算表」、「年末調整等 
のための給与所得控除後の給与等の金額の表」、「給与 
所得・退職所得に対する所得税源泉徴収簿」、「給与 
所得、退職所得等の所得税徴収高計算書（納付書）」 

「給与所得の源泉徴収票」 

６　年末調整による過不足税額の精算と納付 

７　源泉徴収票の本人交付と税務署への提出 

……… 

……… 

……… 
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給与所得には、通常の俸給や給料、賃金、賞与のほか、諸手当やいわゆる現物給与も含まれます。
この給与所得の範囲について注意していただく点は、おおむね次のとおりです。

１　通勤手当等
通勤手当（通常の給与等に加算して支給されるものに限ります。）や通勤用定期乗車券（これらに類す

る乗車券を含みます。）は、次の区分に応じ、それぞれ１か月当たり次の金額までは課税されないことに
なっています（所法９①五、所令２０の２）。

（注）１ 「合理的な運賃等の額」とは、通勤のための運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認めら
れる通常の通勤の経路及び方法による運賃又は料金の額をいいます。
この「合理的な運賃等の額」には、新幹線鉄道を利用した場合の特別急行料金は含まれますが、グリーン料金

は含まれません（基通９－６の３）。
２ 「運賃相当額」とは、交通用具を使用している人が交通機関を利用したとしたならば負担することとなる１か月
当たりの合理的な運賃等の額に相当する金額をいいます（所令２０の２）。
３ 「運賃等の額」には、消費税及び地方消費税相当額が含まれます。したがって、消費税及び地方消費税込みの運
賃等の額が、上記の「課税されない金額」以下であれば、課税される金額はないことになりますが、消費税及び
地方消費税込みの運賃等の額が、上記の「課税されない金額」を超える場合には、その超える部分の金額が課税
の対象となります（平元直法６－１、平９課法８－１改正）。

２　特殊な給与等

蠡 給与所得の範囲

区 分 課 税 さ れ な い 金 額

① 交通機関又は有料道路を利用している人に支給する通勤手当 １か月当たりの合理的な運賃等の額
（最高限度 １００，０００円）

② 自転車や自動車などの交通
用具を使用している人に支給
する通勤手当

通勤距離が片道４５キロメートル以上
である場合

２４，５００円
運賃相当額が２４，５００円を超える場�

�
�
�
�

合には、その運賃相当額
�
�
�
�
�（最高限度 １００，０００円）

通勤距離が片道３５キロメートル以上
４５キロメートル未満である場合

２０，９００円
運賃相当額が２０，９００円を超える場�

�
�
�
�

合には、その運賃相当額
�
�
�
�
�（最高限度 １００，０００円）

通勤距離が片道２５キロメートル以上
３５キロメートル未満である場合

１６，１００円
運賃相当額が１６，１００円を超える場�

�
�
�
�

合には、その運賃相当額
�
�
�
�
�（最高限度 １００，０００円）

通勤距離が片道１５キロメートル以上
２５キロメートル未満である場合

１１，３００円
運賃相当額が１１，３００円を超える場�

�
�
�
�

合には、その運賃相当額
�
�
�
�
�（最高限度 １００，０００円）

通勤距離が片道１０キロメートル以上
１５キロメートル未満である場合 ６，５００円

通勤距離が片道２キロメートル以上
１０キロメートル未満である場合 ４，１００円

通勤距離が片道２キロメートル未満
である場合 （全額課税）

③ 交通機関を利用している人に支給する通勤用定期乗車券 １か月当たりの合理的な運賃等の額
（最高限度 １００，０００円）

④ 交通機関又は有料道路を利用するほか、交通用具も使用している人
に支給する通勤手当や通勤用定期乗車券

１か月当たりの合理的な運賃等の額
と②の金額との合計額

（最高限度 １００，０００円）

区 分 取 扱 い

旅 費

給与所得を有する人の次に掲げる旅行に必要な支出に充てるため支給される金品でその旅行につ
いて通常必要と認められるものについては、課税されません（所法９①四）。
① 勤務する場所を離れてその職務を遂行するために行う旅行
② 転任に伴う転居のために行う旅行



－6－

３　現物給与の取扱い
給与等は金銭で支給されるのが普通ですが、食事の現物支給や商品の値引販売などのように物や権利そ

の他の経済的利益で支給されることがあります。
このような、いわゆる現物給与も給与等に当たりますが、現物給与には、①職務の性質上欠くことので

きないもので主として使用者側の業務遂行上の必要から支給されるもの、②換金性に欠けるもの、③その
評価が困難なもの、④受給者側に物品などの選択の余地がないものなど、金銭による給与等と異なる性質
があり、また、⑤政策上特別の配慮を要するものなどもあるため、特定の現物給与については、課税上金
銭による給与等とは異なった次のような特別の取扱いが定められています。

区 分 取 扱 い

宿 日 直 料

宿日直料は、宿日直を本来の職務とする人の宿日直料など一定のものを除き、１回の宿日直につ
いて支給される金額のうち４，０００円（宿直又は日直の勤務をすることにより支給される食事がある
場合には、４，０００円からその食事の価額を控除した残額）までの部分については、課税されません
（基通２８－１）。

交 際 費 等
交際費や接待費などとして支給されるものは原則として給与等とされますが、使用者の業務のた
めに使用したことの事績の明らかなものについては、課税されません（基通２８－４）。

結婚祝金品等
雇用契約等に基づいて支給される結婚、出産等の祝金品は、その金額が支給を受ける人の地位な
どに照らして社会通念上相当と認められるものであれば、課税されません（基通２８－５）。

葬祭料、香典、
見舞金等

葬祭料や香典、災害等の見舞金は、その金額が社会通念上相当と認められるものであれば、課税
されません（基通９－２３）。

労働基準法等
の規定による
各 種 補 償 金

労働基準法や船員法の規定により受ける療養の給付や休業補償などについては、課税されません
（所法９①三イ、所令２０①）。

学 資 金 等

学資金は非課税とされています（所法９①十五）が、使用者から就学中の子弟を有する使用人等
に対し学資金の名目で支給される金品や使用者から使用人等に対しその使用人等の学資に充てるた
め支給される金品は、業務遂行上の必要に基づき、技術の習得等をさせるために支給されるものな
ど、一定の範囲内のものを除き、給与等とされます（基通９－１４、９－１５、９－１６）。

区 分 取 扱 い

食 事 の 支 給

使用者が支給する食事については、その支給を受ける人がその食事の価額の半額以上を負担すれ
ば、原則として課税されません。ただし、その食事の価額からその人の負担した金額を控除した残
額（使用者の負担額）が月額３，５００円を超えるときは、その使用者の負担額（その食事の価額－その
人の負担した金額）が給与所得とされます（基通３６－３８の２）。
この場合、使用者の負担額が３，５００円を超えるかどうかは、次により評価した食事の価額からその
人の負担した金額を差し引いた後の残額に１０５分の１００を乗じた金額により判定します（基通３６－３８、
平元直法６－１、平９課法８－１改正）。
① 使用者が調理して支給する食事については、その食事の主食、副食、調味料等に要した、いわ
ゆる直接費の額
② 使用者が飲食店等から購入して支給する食事については、その購入価額
以上のほか、通常の勤務時間外に宿日直又は残業をした人に対し、これらの勤務をすることによ
り支給する食事については、課税されません（基通３６－２４）。

制服等の支給
職務の性質上制服を着用しなければならない人に対して支給又は貸与する制服その他の身の回り
品、事務服、作業服等については、課税されません（所法９①六、所令２１二、三、基通９－８）。

社宅等の貸与

使用人等に対して社宅や寮等を貸与することにより使用人等が受ける経済的利益については、使
用人等から一定の算式により求めた賃貸料相当額以上の賃貸料を徴収していれば課税されませんが、
使用人等から徴収している賃貸料が、その賃貸料相当額を下回っている場合には、その差額が給与
所得とされます（基通３６－４０～３６－４８）。
なお、役員に貸与している社宅が、いわゆる豪華社宅である場合には、賃貸料相当額はその利用
につき通常支払うべき使用料の額により評価することとされています（平７課法８－１）。
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区 分 取 扱 い

レクリエーショ
ンの費用の負担

レクリエーションのために社会通念上一般的に行われていると認められる会食、旅行、演
芸会、運動会等の行事の費用を使用者が負担することにより、その行事に参加した人が受け
る経済的利益については、自己の都合でその行事に参加しなかった人に対してその参加に代
えて金銭を支給する場合や役員だけを対象としてその行事の費用を負担する場合を除き、課
税されません（基通３６－３０）。
なお、レクリエーション旅行については、旅行期間が４泊５日（目的地が海外の場合は目

的地における滞在日数）以内であるなど一定の要件を満たしており、かつ、その経済的利益
の額が少額不追求の趣旨を逸脱しない範囲内である場合には、原則として課税しなくて差し
支えありません（昭６３直法６－９、平５課法８－１改正）。

永年勤続記念品
等の支給

永年にわたり勤務した人の表彰に当たり、その記念として旅行、観劇等に招待し、又は記
念品を支給することによる経済的利益で、その表彰が、おおむね１０年以上勤続した人を対象
としたものであるなど一定の要件を満たすものについては、課税されません（基通３６－２１）。

創業記念品等の
支給

創業記念、増資記念、工事完成記念又は合併記念等に際し、その記念として支給する記念
品で、その支給する記念品が、社会通念上記念品としてふさわしいものであって、その価額
（処分見込価額により評価した価額）が１０，０００円以下のものであるなど一定の要件を満たす
ものについては、建築業者、造船業者等が請負工事又は造船の完成等に際して支給するもの
でない限り、課税されません（基通３６－２２）。
なお、その価額が１０，０００円以下のものであるかどうかは、その価額に１０５分の１００を乗じた

金額により判定します（平元直法６－１、平９課法８－１改正）。

商品、製品等の
値引販売

使用者が取り扱う商品、製品等（有価証券及び食事を除きます。）の値引販売をすることに
よる経済的利益については、値引販売の価額が、使用者の取得価額以上で、しかも、通常他
に販売する価額のおおむね７０％以上であるなど一定の要件を満たす場合には、課税されませ
ん（基通３６－２３）。

金銭の無利息
貸付け等

使用者が金銭を無利息又は低い金利で貸し付けたことによる経済的利益については、①そ
の経済的利益が、災害、疾病等により一時的に多額な生活資金を要することとなった人に対
してその資金に充てるための貸付けにより供与されるものである場合、②使用者における借
入金の平均調達金利など合理的と認められる貸付利率により利息を徴している場合、又は、
③その供与される経済的利益の合計額が年間５，０００円以下の場合には、課税されません（基通
３６－２８）。

福利厚生施設の
利用

福利厚生施設の運営費などを使用者が負担することにより利用者が受ける経済的利益につ
いては、その額が著しく多額である場合や役員だけを対象としてその経済的利益が供与され
る場合を除き、課税されません（基通３６－２９）。

使用人に対する
住宅取得資金の
低利貸付け等

使用人が自己の居住の用に供する住宅等の取得に関して、その使用者等から受ける次の経
済的利益等で、平成２２年１２月３１日までに受けるものについては、使用人である地位に基づい
て通常受ける経済的利益等の水準を著しく超える部分を除き、課税されません（旧措法２９、
旧措令１９の２、旧措規１１の２）。
① 住宅等の取得に要する資金に充てるために、使用者から使用人である地位に基づいて無
利息又は低い金利により資金を借り受けた場合の経済的利益

② 住宅等の取得資金を金融機関等から借り受けている場合の利子の支払に充てるために、
その利子の全部又は一部に相当する金額を、使用者から使用人である地位に基づいて支払
を受けた場合の利子補給金

③ 勤労者財産形成促進法に基づき、使用者や事業主団体が講ずる負担軽減措置等により受
ける経済的利益や補給金

（注）平成２２年度の税制改正により、本特例については平成２２年１２月３１日の適用期限の到来
をもって廃止することとされました。
なお、同日以前に使用者等から住宅資金の貸付け等を受けている人に対しては、廃止

前の特例を引き続き適用するための所要の経過措置が講じられています（平２２改正法附
則５８、平２２改正措令附則１４、平２２改正措規附則７）。

給与等の支払を受ける人は、毎年最初に給与等の支払を受ける日の前日までに「給与所得者の扶養控除
等（異動）申告書」を給与等の支払者（２か所以上から給与等の支払を受けている人は主たる給与等の支
払者）に提出しなければならないことになっています（所法１９４①）。
この申告書は、扶養親族や控除対象配偶者などがいない人でも提出しなければならないこととされてお

蠱 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書
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り、この申告書の提出のない人が支払を受ける給与等については、源泉徴収税額表の「乙」欄（この申告
書を提出した場合よりも高い税率となっています。）が適用されることになりますので、この申告書を提出
できる人（主たる給与の支払者から給与の支払を受ける人）についてはこれを提出するよう指導してくだ
さい。

〔記載例〕

（注） 給与所得者から受理したこの申告書は、源泉徴収義務者が保管することになっており、税務署へ提出する必要はあ
りません（基通１９４～１９８共－３）。

１　給与所得控除
給与所得の金額は、その年中の給与等の収入金額から給与所得控除額を控除した残額とされています

（所法２８②）。
この給与所得控除額は、給与等の収入金額に応じて、次のように定められています（所法２８③）。

なお、月々（日々）の源泉徴収税額を求める際に使用する「給与所得の源泉徴収税額表」（月額表や日
額表など）には、既に給与所得控除相当額が織り込まれていますので、月々（日々）の源泉徴収の都度こ
の給与所得控除額を計算する必要はありません。また、年末調整の際には、その年中の給与等の収入金額
から給与所得控除額を控除した後の給与等の金額を基に「年末調整のための所得税額の速算表」を使用し
て税額を求めることになりますが、この場合の給与所得控除後の給与等の金額は、「年末調整等のための
給与所得控除後の給与等の金額の表」によって求めます（所法２８④、１９０）。

２　所得控除及び税額控除
所得税は、納税者の担税力に応じた課税を行うなどのため、各種の控除を行うこととしていますが、源

泉徴収の際に控除されるものの種類及びその控除を受けるために提出しなければならない申告書は、次の
表のとおりです。

蠶 源泉徴収に際して控除される諸控除

給 与 等 の 収 入 金 額 給 与 所 得 控 除 額

１６２万５，０００円以下である場合

１６２万５，０００円を超え１８０万円以下である場合

１８０万円を超え３６０万円以下である場合

３６０万円を超え６６０万円以下である場合

６６０万円を超え１，０００万円以下である場合

１，０００万円を超える場合

６５万円

収入金額×４０％

収入金額×３０％＋１８万円

収入金額×２０％＋５４万円

収入金額×１０％＋１２０万円

収入金額×５％＋１７０万円
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（注）１ 月々（日々）の源泉徴収は給与所得の源泉徴収税額表（月額表や日額表）などによって行うことになっています。
なお、税額表には上記の表の障害者控除から基礎控除までの各控除が織り込まれていますので、その都度これら

の控除額の計算をする必要はありません。
２ 社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震保険料控除、配偶者特別控除及び（特定増
改築等）住宅借入金等特別控除については、年末調整の時期に税務署から配布される説明書や申告書の裏面の説明
を参照してください。
３ 上記のほか、確定申告書を提出して受ける控除として、雑損控除（所法７２）、医療費控除（所法７３）、寄附金控除
（所法７８、措法４１の１８①、４１の１８の３、４１の１９）、配当控除（所法９２）、外国税額控除（所法９５）、政党等寄附金特別
控除（措法４１の１８②）、住宅耐震改修特別控除（措法４１の１９の２）、住宅特定改修特別税額控除（措法４１の１９の３）、
認定長期優良住宅新築等特別税額控除（措法４１の１９の４）、電子証明書等特別控除（措法４１の１９の５）及び給与所得
者の特定支出控除（所法５７の２）があります。
４ 平成２３年分以後の障害者控除については、障害者に該当する扶養親族が年齢１６歳未満である場合においても引き
続き適用されます。
５　平成２３年分以後は、扶養控除の対象が年齢１６歳以上の扶養親族（控除対象扶養親族）に変更されます。
６　平成２３年分以後は、特定扶養親族の範囲が年齢１９歳以上２３歳未満の控除対象扶養親族に変更されます。

区 分
控除の種類

平成２２年分
の 控 除 額

平成２３年分
の 控 除 額

控除を受けるために提出する
申告書とその提出時期

所

得

控

除

社会保険料控除
（所法７４）

小規模企業共済等
掛金控除（所法７５）

給与等から控除したもの
控除した

保険料・掛金の全額
（申告不要）

本人が直接支払ったもの
支払った

保険料・掛金の全額
「給与所得者の保険料控除申
告書」…その年最後に給与等
の支払を受ける日の前日まで生命保険料控除

（所法７６）
一般の生命保険料 最 高 ５０，０００円

個人年金保険料 〃 ５０，０００円

地震保険料控除
（所法７７）

地震保険料だけの場合 〃 ５０，０００円

旧長期損害保険料だけの場合 〃 １５，０００円

地震保険料と旧長期損害保険料との両方がある場合 〃 ５０，０００円

障害者控除（注４）
（所法７９）

一般の障害者 ２７０，０００円 「給与所得者の扶養控除等
（異動）申告書」
１ 通常の場合…その年最初
に給与等の支払を受ける日
の前日まで
２ 中途就職の場合…就職後
最初に給与等の支払を受け
る日の前日まで
３ 申告書の記載内容に異動
があった場合…異動後最初
に給与等の支払を受ける日
の前日まで

特別障害者 ４００，０００円

同居特別障害者 ７５０，０００円

寡 婦 控 除
�
�
�
�

所法８１ �
�
�
�措法４１の１７

一般の寡婦 ２７０，０００円

特別の寡婦 ３５０，０００円

寡 夫 控 除 （所法８１） ２７０，０００円

勤労学生控除 （所法８２） ２７０，０００円

配 偶 者 控 除
�
�
�
�

所法８３ �
�
�
�旧措法４１の１６

一般の控除対象配偶者 ３８０，０００円

老人控除対象配偶者 ４８０，０００円

同居特別障害者であ
る控除対象配偶者

一般の控除対象配偶者 ７３０，０００円

老人控除対象配偶者 ８３０，０００円

扶 養 控 除
所法８４�
�
�
�
�
�

措法４１の１６

�
�
�
�
�
�旧措法４１の１６

一般の扶養親族（注５） ３８０，０００円

一般の控除対象扶養親族（注５） ３８０，０００円

特定扶養親族（注６） ６３０，０００円

老人扶養親族
同居老親等以外の者 ４８０，０００円

同 居 老 親 等 ５８０，０００円

同居特別障害
者である扶養
親族

一般の扶養親族 ７３０，０００円

特定扶養親族 ９８０，０００円

同居老親等以外の老人扶養親族 ８３０，０００円

同 居 老 親 等 ９３０，０００円

基 礎 控 除 （所法８６） ３８０，０００円

配 偶 者 特 別 控 除 （所法８３の２） 最 高 ３８０，０００円
「給与所得者の配偶者特別控除
申告書」…その年最後に給与等
の支払を受ける日の前日まで

税
額
控
除

（ 特 定 増 改 築 等 ）
住宅借入金等特別控除

（措法４１、４１の２、４１の
２の２、４１の３の２）

〃 ６００，０００円

「給与所得者の（特定増改築
等）住宅借入金等特別控除申
告書」…その年最後に給与等
の支払を受ける日の前日まで
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３　控除対象者等の範囲
配偶者控除の対象者等の内容とその確認に当たっての具体的な注意事項は、次のとおりです。

給与等の支払を受ける人と生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与等の支払を受ける人
及び白色事業専従者を除きます。）で、合計所得金額が３８万円以下の人をいいます（所法２①三十三）。
〔注意事項〕

１　ここにいう「配偶者」には、いわゆる内縁関係の人は含まれません（基通２－４６）。

２ ここにいう「合計所得金額」とは、次に掲げる金額の合計額をいいます（所法２①三十、措法８の４③、３１③一、３２④、

３７の１０⑥一、３７の１２の２⑩、３７の１３の２⑥、４１の５⑫一、４１の５の２⑫一、４１の１４②一、４１の１５④、基通２－４１）。

① 純損失又は雑損失の繰越控除、居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除及び特定居住用財産の譲

渡損失の繰越控除を適用しないで計算した総所得金額

② 上場株式等の配当等に係る配当所得について、申告分離課税の適用を受けることとした場合の当該配当所得

の金額（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算の適用がある場合には、その適用後の金額及び上場株式等に係

る譲渡損失の繰越控除の適用がある場合には、その適用前の金額）

③ 土地・建物等の譲渡所得の金額（長期譲渡所得の金額（特別控除前）と短期譲渡所得の金額（特別控除前）の合計額）

④ 株式等の譲渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除又は特定中小会社が発行した株式に係る

譲渡損失の金額の繰越控除等の適用がある場合には、その適用前の金額）

⑤ 先物取引に係る雑所得等の金額（先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除の適用がある場合には、その

適用前の金額）

⑥　退職所得金額

⑦　山林所得金額

なお、この「合計所得金額」には、源泉分離課税の利子所得のように源泉徴収によって納税が完結するもの

や、あるいは確定申告をしないことを選択した次のような所得は含まれません（措通３－１、８の２－２、８

の３－１、４１の９－４、４１の１０・４１の１２共－１、措通（譲）３７の１１の５－１）。

イ　利子所得のうち、源泉分離課税とされるもの

ロ　配当所得のうち、

（イ）源泉分離課税とされる次に掲げる投資信託等の収益の分配等

①　私募公社債等運用投資信託の収益の分配

②　特定目的信託（社債的受益権に限ります。）の収益の分配

（ロ）確定申告をしないことを選択した次の配当等

①　上場株式等の配当等（特定株式投資信託の収益の分配を含みます。）

②　公募証券投資信託（公社債投資信託及び特定株式投資信託を除きます。）の収益の分配

③　特定投資法人の投資口の配当等

④ 上記①～③以外の配当等で、１銘柄について１回の金額が１０万円に配当計算期間の月数（最高１２か月）

を乗じてこれを１２で除して計算した金額以下の配当等

ハ　源泉分離課税とされる定期積金の給付補てん金等、懸賞金付預貯金等の懸賞金等及び割引債の償還差益

ニ　源泉徴収選択口座を通じて行った上場株式等の譲渡による所得等で確定申告をしないことを選択したもの

３ 配偶者の所得が給与所得だけの場合や家内労働者等の事業所得等だけである場合には、その年中の収入金額が

１０３万円以下であれば合計所得金額が３８万円以下になります。

４ 「生計を一にする」とは、必ずしも同一の家屋で生活をしていることをいうものではありませんから、例えば、親族のう

ちのだれかが、勤務や修学、療養のために他の親族と日常一緒に生活していない場合でも、勤務や修学の余暇には家に帰っ

てくるとか、常に生活費や学資金、療養費等が送金されているときは、生計を一にしていることになります（基通２－４７）。

（控除対象配偶者）

控除対象配偶者のうち、特別障害者に該当する人で、給与等の支払を受ける人又はその給与等の
支払を受ける人と生計を一にするその他の親族のいずれかとの同居を常況としている人をいいます
（旧措法４１の１６①）。
〔注意事項〕
平成２３年分以後の所得税について、同居特別障害者である控除対象配偶者に対しては、配偶者控除の額に３５万円

を加算する制度から、同居特別障害者に対する障害者控除の額を１人につき７５万円（特別障害者である場合の障害

者控除の額４０万円に３５万円を加算した額）とする制度に改められます（所法７９③）。

なお、同居特別障害者である扶養親族についても同様に改められます。

（同居特別障害者である控除対象配偶者）
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控除対象配偶者のうち、年齢７０歳以上の人（平成２２年分の所得税については昭和１６年１月１日以
前に生まれた人）をいいます（所法２①三十三の二）。

（老人控除対象配偶者）

給与等の支払を受ける人（合計所得金額が１,０００万円以下の人に限ります。）と生計を一にする配
偶者（他の所得者の扶養親族とされる人並びに青色事業専従者として給与等の支払を受ける人及び
白色事業専従者を除くものとし、合計所得金額が７６万円未満である人に限ります。）で、控除対象配
偶者に該当しない人をいいます（所法８３の２）。
〔注意事項〕
１ 配偶者の所得が給与所得だけの場合は、その年中の給与等の収入金額が１０３万円以下のとき又は１４１万円以上の

ときは、配偶者特別控除の適用を受けることはできません。したがって、「配偶者控除」の適用を受けている場

合には、「配偶者特別控除」の適用を受けることはできません。

２ 夫婦の双方がお互いに配偶者特別控除の適用を受けることはできませんので、いずれか一方の配偶者はこの控

除の適用を受けることはできません。

（配偶者特別控除の対象とされる配偶者）

給与等の支払を受ける人と生計を一にする親族等（配偶者、青色事業専従者として給与等の支払
を受ける人及び白色事業専従者を除きます。）で、合計所得金額が３８万円以下の人をいいます（所法
２①三十四）。
〔注意事項〕
１　ここにいう「親族」とは、６親等内の血族及び３親等内の姻族をいいます。

２ ここにいう「親族等」には、上記「親族」のほか児童福祉法の規定により養育を委託されたいわゆる里子や、

老人福祉法の規定により養護を委託されたいわゆる養護老人も含まれます。

３ 平成２３年分以後の所得税については、控除対象扶養親族（扶養親族のうち年齢１６歳以上の人）が扶養控除の対

象とされます（所法２①三十四の二）。

（扶養親族）

扶養親族のうち、特別障害者に該当する人で、給与等の支払を受ける人、その配偶者又は給与等
の支払を受ける人と生計を一にするその他の親族のいずれかとの同居を常況としている人をいいま
す（旧措法４１の１６①）。
〔注意事項〕
平成２３年分以後の所得税については、同居特別障害者である控除対象配偶者と同様の改正が行われています。

（同居特別障害者である扶養親族）

扶養親族のうち、年齢１６歳以上２３歳未満の人（平成２２年分の所得税については、昭和６３年１月２
日から平成７年１月１日までの間に生まれた人）をいいます（旧所法２①三十四の二）。
〔注意事項〕
平成２３年分以後の所得税については、特定扶養親族の範囲が、控除対象扶養親族のうち年齢１９歳以上２３歳未満の

人に変更されます（所法２①三十四の三）。

（特定扶養親族）

扶養親族のうち、年齢７０歳以上の人（平成２２年分の所得税については、昭和１６年１月１日以前に
生まれた人）をいいます（所法２①三十四の四）。

（老人扶養親族）

老人扶養親族のうち、給与等の支払を受ける人又はその配偶者の直系尊属（父母、祖父母など）で、
給与等の支払を受ける人又はその配偶者との同居を常況としている人をいいます（措法４１の１６①）。

（同居老親等）
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一般の障害者又は特別障害者とは、給与等の支払を受ける人及びその控除対象配偶者や扶養親族
で、次のいずれかに該当する人をいいます（所法２①二十八、二十九、所令１０）。
① 精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある人――これに該当する人は、すべて
特別障害者になります。
② 児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター又は精神保健指定医から知的障害
者と判定された人――このうち、重度の知的障害者と判定された人は、特別障害者になります。
③ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け
ている人――このうち、障害等級が１級である者と記載されている人は、特別障害者になります。
④ 身体障害者福祉法の規定により交付を受けた身体障害者手帳に、身体上の障害がある者として
記載されている人――このうち、障害の程度が１級又は２級の人は、特別障害者になります。
⑤ 戦傷病者特別援護法の規定による戦傷病者手帳の交付を受けている人――このうち、障害の程
度が恩給法別表第１号表ノ２の特別項症から第三項症までの人は、特別障害者になります。
⑥ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の規定による厚生労働大臣の認定を受けている
人――これに該当する人は、すべて特別障害者になります。
⑦ 常に就床を要し、複雑な介護を要する人――これに該当する人は、すべて特別障害者になります。
⑧ 年齢６５歳以上（平成２２年分の所得税については、昭和２１年１月１日以前に生まれた人）で、そ
の障害の程度が上記の①、②又は④に該当する人と同程度であることの町村長や福祉事務所長な
どの認定を受けている人――このうち、上記の①、②又は④に掲げた特別障害者と同程度の障害
のある人は、特別障害者になります。

（一般の障害者・特別障害者）

給与等の支払を受ける人自身が、次に掲げる人をいいます（所法２①三十、所令１１）。
盧 次のいずれかに該当する人で、扶養親族又は生計を一にする子のある人
①　夫と死別した後婚姻していない人
②　夫と離婚した後婚姻していない人
③　夫の生死が明らかでない人
なお、この場合の「生計を一にする子」には、他の所得者の控除対象配偶者や扶養親族になっ

ている人及び所得金額の合計額が３８万円を超えている人は含まれません。
盪 上記盧に掲げる人のほか、次のいずれかに該当する人で、合計所得金額が５００万円以下である人
①　夫と死別した後婚姻していない人
②　夫の生死が明らかでない人
〔注意事項〕
給与所得だけの場合には、その年中の給与等の収入金額が６８８万８,８８９円以下であれば、合計所得金額が５００万円以

下になります。

（寡　婦）

給与等の支払を受ける人自身が、次の①、②及び③のいずれにも該当する人をいいます（所法２
①三十一、所令１１の２）。
①　妻と死別し、又は離婚してから婚姻をしていないこと、あるいは妻の生死が明らかでないこと。
②　生計を一にする子があること。
③　合計所得金額が５００万円以下であること。
〔注意事項〕
この場合の「生計を一にする子」の範囲及び「合計所得金額が５００万円以下」となる場合の給与等の収入金額に

ついては、上記「寡婦」の場合と同様です。

（寡　夫）

寡婦のうち、扶養親族である子を有し、かつ、合計所得金額が５００万円以下の人をいいます（措法
４１の１７）。

（特別の寡婦）
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給与等の支払を受ける人自身が、次の①及び②のいずれにも該当する人をいいます（所法２①三
十二、所令１１の３）。
①　次に掲げる学校等の学生、生徒、児童又は訓練生であること。
○イ 学校教育法に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高
等専門学校
○ロ 国、地方公共団体、学校法人、医療事業を行う農業協同組合連合会、医療法人等、文部科学
大臣が定める基準を満たす専修学校及び各種学校（以下「専修学校等」といいます。）を設置す
る者の設置した専修学校等で、職業に必要な技術を教授するなど一定の要件に該当する課程を
履修させるもの
○ハ 認定職業訓練を行う職業訓練法人で、一定の要件に該当する課程を履修させるもの

② その年の合計所得金額が６５万円以下であり、かつ、自己の勤労に基づいて得た給与所得等以外
の所得の金額が１０万円以下であること。
〔注意事項〕
１ 上記の①の○ロ又は○ハに該当する人が勤労学生控除を受けるためには、学校等から主務大臣の証明書の写しと学
校長等の証明書の交付を受け、これを「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」に添付しなければなりません。
２ 給与所得だけの場合には、その年中の給与等の収入金額が１３０万円以下であれば、合計所得金額が６５万円以下
になります。

（勤労学生）

４　控除の対象になるかどうかの判定時期
控除対象配偶者や配偶者特別控除の対象とされる配偶者、扶養親族、障害者などに該当するかどうかは、

原則として、その年１２月３１日の現況により判定しますが、給与等の支払を受ける人やその親族が年の中途
で死亡したり、給与等の支払を受ける人が年の中途で出国する場合には、その死亡又は出国の時の現況に
より判定します（所法８５、措法４１の１６②、４１の１７②、基通８５－１）。
なお、「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」又は「給与所得者の配偶者特別控除申告書」を提出

する際に、控除対象配偶者や扶養親族、障害者などに該当するかどうかの判定は、これらの申告書を提出
する日の現況によります。この場合、その判定の要素となる所得金額についてはこれらの申告書を提出す
る日の現況により見積もったその年の合計所得金額により、また、年齢についてはその年１２月３１日の現況
により判定することになります（基通１９４・１９５－３、１９５の２－１）。

１　税額表の使用区分
盧 毎月（日）の給料や賞与などの源泉徴収の際に使用する税額表等

給料や賞与などから源泉徴収する税額は「源泉徴収税額表」を使用して求めますが、この税額表
は、給与等の別、扶養控除等申告書の提出の有無、給与等の支給方法に応じ、次のように使用し
ます。

税額表の区分 給 与 等 の 支 給 区 分 税 額 表 の 使 用 す る 欄

月 額 表
� 月ごとに支払うもの
� 半月ごと、旬ごとに支払うもの
� 月の整数倍の期間ごとに支払うもの

甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」
を提出している人に支払う給与等

乙欄……そのほかの人に支払う給与等

日 額 表

� 毎日支払うもの
� 週ごとに支払うもの
� 日割で支払うもの

�
�
�
�
�

日雇賃金を除きます。
甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」

を提出している人に支払う給与等
乙欄……そのほかの人に支払う給与等

日雇賃金 丙欄

賞与に対する
源泉徴収税額
の算出率の表

賞与
ただし、前月中に普通給与等の支払がない場

合又は賞与の額が前月中の普通給与等の額の１０
倍を超える場合には、月額表を使います。

甲欄……「給与所得者の扶養控除等申告書」
を提出している人に支払う賞与

乙欄……そのほかの人に支払う賞与

蠹 税額表の使用方法
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（注） 日雇賃金とは、日々雇い入れられる人が、労働した日又は時間によって算定され、かつ、労働した日ごとに支払を受
ける（その労働した日以外の日において支払われるものも含みます。）給与等をいいます。ただし、一の支払者から継
続して２か月を超えて給与等が支払われた場合には、その２か月を超えて支払われるものは、ここでいう日雇賃金には
含まれません（所令３０９、基通１８５－８）。

盪 年末調整の際に使用する税額の速算表
年末調整の際における年税額は、次の速算表により求めます。なお、年末調整のしかた等については

１７ページを参照してください。

（平成２２年分の年末調整のための所得税額の速算表）

（注）１　課税給与所得金額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。
２　課税給与所得金額が１６,９２０,０００円を超える場合は、年末調整の対象となりません。

２　税額表の使い方
毎月（日）の給料や賞与などの支給の際における税額表の使用に当たっては、次の点に注意してください。

盧 税額表に当てはめる給与等の金額は、その月（日）分の給与等の金額から厚生年金保険料、健康保険
料及び雇用保険料などの社会保険料等を控除した後の金額によります。
盪 税額表は、給与等の支払を受ける人の扶養親族等の数に応じて使用するようになっています。

この「扶養親族等の数」とは、控除対象配偶者（老人控除対象配偶者を含みます。）と扶養親族（老
人扶養親族又は特定扶養親族を含みます。）との合計数をいいます。また、給与等の支払を受ける人が、
障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦（特別の寡婦を含みます。）、寡夫又は勤労学生に該当する場合
には、その該当する数を加え、その人の控除対象配偶者や扶養親族のうちに障害者（特別障害者を含み
ます。）又は同居特別障害者に該当する人がいる場合には、これらの一に該当するごとに扶養親族等の
数に１人を加算した数を扶養親族等の数とします。
（注） 平成２３年１月１日以後に支払うべき給与等については、「扶養親族等の数」は控除対象配偶者と控除対象扶養親族
（扶養親族のうち年齢１６歳以上の人）との合計数をいうこととされ、年齢１６歳未満の扶養親族の人数は扶養親族等の
数に加えないことになります。
なお、扶養親族が障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別障害者に該当するとき、これらの一に該当する

ごとに扶養親族等の数に１人を加える措置は、年齢１６歳未満の扶養親族についても従前どおり適用されます。

〔扶養親族等の数の求め方の例示〕
税額表の甲欄を適用する場合の扶養親族等の数の求め方を例示すると、おおむね次のようになります。

課 税 給 与 所 得 金 額 � 税 率 � 控 除 額 � 税 額 ＝ � × � － �

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００ 円超 ３，３００，０００ 〃

３，３００，０００ 〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００ 〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００ 〃 １６，９２０，０００ 〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

－

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円

（Ａ）×５％

（Ａ）×１０％ － ９７，５００円

（Ａ）×２０％ － ４２７，５００円

（Ａ）×２３％ － ６３６，０００円

（Ａ）×３３％ － １，５３６，０００円

凡　　　例 

…所得者 

　控除対象配偶者（老人 
…控除対象配偶者を含み 
　ます。） 

　扶養親族（老人扶養親 
…族又は特定扶養親族を 
　含みます。）（注） 

障害者（特別障害者を 
含みます。）（注） … 

…同居特別障害者（注） 

寡婦（特別の寡婦を含 
みます。）又は寡夫 
… 

…勤労学生 

配 

扶 

障 

学 

同障 

寡 

（注） 平成２３年１月１日以後に支払うべき給与等については、扶養親族等の数の求め方が上記
２盪（注）のとおり変更されます。
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給料や賞与などから源泉徴収する税額は、「給与所得の源泉徴収税額表」（月額表及び日額表）又は「賞
与に対する源泉徴収税額の算出率の表」を使用して求めます。
なお、給与等の支払者が電子計算機などの事務機械によって給与等の計算を行っている場合には、月額

表の甲欄を適用する給与等については、財務大臣が告示する方法によりその給与等に対する源泉徴収税額
を求めることができます（所法１８９、昭６３大蔵省告示１８５号（平２２財務省告示１０４号改正））。
（注）源泉徴収税額表（「月額表」、「日額表」、「賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表」）の「税額」は、「平成１９年１月以
降分　源泉徴収税額表」から変わっていません。

１　月額表甲欄の使用例（扶養控除等申告書の提出がある場合）

〔税額の計算〕
①　社会保険料等控除後の給与等の金額を求めると、３５６,２４１円（４１０,０００円－５３,７５９円）となります。
② 月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、３５６,２４１円が含まれる「３５６,０００円以
上３５９,０００円未満」の行を求め、その行と「甲」欄の「扶養親族等の数２人」の欄との交わるところに
記載されている金額７,３００円を求めます。これがその給与等から源泉徴収する税額です。

蠧 税額の求め方（平成２２年分）

盧 平成２２年４月分の給与等の支給額（月額） ４１０,０００円
盪 給与等から控除する社会保険料等 ５３,７５９円
蘯 扶養親族等の数 ２人
（控除対象配偶者あり、扶養親族１人）

（設例）

「扶養親族等の 
数２人」の欄 

（三） （月　　額　　表） 

356,241円が
含まれる行

求める 
税　額 

〔注意事項〕
平成２３年１月１日以後に支払うべき給与等については、年齢１６歳未満の扶養親族の人数は「扶養親族等の数」に加えずに

源泉徴収する税額を求めます。
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〔所得税源泉徴収簿への記入〕
月々の給与等の支払額や社会保険料等の額、源泉徴収税額などは「給与所得に対する所得税源泉徴収

簿」に記録しておき年末調整などに使用します。

〔記載例〕 所得税源泉徴収簿

（注） この所得税源泉徴収簿は、源泉徴収事務の便宜を考慮して作成されているものですが、給与等の支払者が使用してい
る給与台帳等であっても、毎月の源泉徴収の記録などが分かり、年末調整のためにも使用できるものであれば、それを
使用して差し支えありません。

２　月額表乙欄の使用例（扶養控除等申告書の提出がない場合）

〔税額の計算〕
① 給与等から控除する社会保険料等がありませんので、支給額８０,７００円がそのまま社会保険料等控除後
の給与等の金額になります。
② 月額表の「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額」欄で、８０,７００円が含まれる「８８,０００円未満」
の行を求め、その行の「乙」欄をみますと「その月の社会保険料等控除後の給与等の金額の３％に相当
する金額」となっています。したがって、２,４２１円（８０,７００円×３％）がその給与等から源泉徴収する税
額です。

３　日額表の使用
日額表を使用して税額を求める場合も、月額表の場合と同じ要領で行います。

４　賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の使用例（扶養控除等申告書の提出がある場合）

〔税額の計算〕
① 賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表の「甲」欄の「扶養親族等の数２人」の欄をみて、前月の社
会保険料等控除後の給与等の金額２００,８２０円が含まれている「１３３千円以上２６９千円未満」の行を求め、
その行と「賞与の金額に乗ずべき率」欄との交わるところに記載されている率（設例の場合には「２％」）
を求めます。これがその賞与の金額に乗ずる率になります。

盧 給与等の支給額（月額） ８０,７００円
盪 給与等から控除する社会保険料等 な　し

（設例）

盧 ７月の賞与の支給額 ５５４,０００円
盪 賞与から控除する社会保険料等 ７２,６４０円
蘯 前月中の普通給与（社会保険料等控除後）の金額 ２００,８２０円
盻 扶養親族等の数 ２人
（控除対象配偶者あり、扶養親族１人）

（設例）
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② 賞与の金額５５４,０００円から社会保険料７２,６４０円を控除した残額４８１,３６０円に２％を乗じた金額９,６２７円
（４８１,３６０円×２％、１円未満の端数は切り捨てます。）が、その賞与から源泉徴収する税額です。

（賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表）

〔注意事項〕
平成２３年１月１日以後に支払うべき給与等については、年齢１６歳未満の扶養親族の人数は「扶養親族等の数」に加えずに

源泉徴収する税額を求めます。

年末調整とは、給与等の支払者がその年最後に給与等の支払をする際、給与等の支払を受ける各人ごと
に、それまでその年中に給与等を支払う都度、源泉徴収をした所得税の合計額と、その年中の給与等の支
給総額について納付すべき税額（年税額）とを比較して過不足額の精算を行うことをいいます。したがっ
て、この年末調整は、給与等の支払を受ける大部分の人にとって確定申告に代わる役目を果たす重要な手
続であるといえます。
１　年末調整を行う時期

年末調整は、原則として、その年最後に給与等の支払をする際に行います（所法１９０）が、年の中途で
死亡退職した人や海外の支店への転勤により非居住者となった人などについては、その退職の時又は非居
住者となった時に年末調整を行います（基通１９０－１）。
２　年末調整の対象とならない人

次に掲げるような人に支払う給与等は、年末調整の対象になりません。
盧 国内に住所も１年以上の居所も有していない人（非居住者）
盪 「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」を提出していない人（税額表の乙欄又は丙欄の適用者）
蘯 その年中に支払を受ける給与等の収入金額が２,０００万円を超える人
盻 「災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律」の規定によりその年中の給与等に対す
る源泉所得税につき徴収猶予や還付を受けた人
眈 年の中途で退職（死亡退職などを除きます。）した人

３　年末調整の対象となる給与等
年末調整の対象となる給与等は、その年１月１日から１２月３１日までの間に支払うことが確定した給与

等です。したがって、実際にその給与等を支払ったかどうかに関係なく、その年中に支払うことが確定
している給与等は、たとえ未払であっても、その年中の給与等に含めて年末調整を行うことになり
ます。

４　年末調整の事務手順
年末調整の事務手順については、毎年、年末調整を行う時期に税務署から配布する説明書（「年末調整

のしかた」）を参照してください。

蠻 年末調整

賞与の金額に 
乗ずべき率 

前月の社会保険料等控除後

の給与等の金額 200,820円

が含まれる行

「扶養親族等の 
数２人」の欄 

▲ 

▲ 

▲
 ▲
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源泉徴収をした所得税は、e-Tax（イータックス）を利用して納付するか又は「給与所得、退職所得等の
所得税徴収高計算書（納付書）」を添えて、納付期限（２ページ参照）までに最寄りの金融機関又は所轄の
税務署で納付します（所法１８３①）。
また、納付する税額がない場合であっても、この所得税徴収高計算書（納付書）は所轄の税務署にe-Tax

を利用するか又は郵便若しくは信書便により送付又は提出してください。
e-Taxに関する詳しい情報は、e-Taxホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】でご確認ください。
（注）１ 法人の法人税法第２条第１５号に規定する役員（＊）に対する賞与について支払の確定した日から１年を経過した日ま

でに支払がなされない場合には、その１年を経過した日に支払があったものとみなして、その未払賞与についての
所得税の源泉徴収をすることになっています（所法１８３②）。
（＊）「役員」とは、法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれら以外の人で
法人の経営に従事している人のうち一定の人をいいます。

２ 「給与所得、退職所得等の所得税徴収高計算書（納付書）」の記載例は、３０ページを参照してください。

国内において給与等の支払をする者は、支払の際に、給与等の金額、源泉徴収税額など必要な事項を記
載した支払明細書をその支払を受ける人に交付する必要があります（所法２３１）。
（注） 給与等の支払をする者は、給与等の支払を受ける人の承諾（＊）を得て、書面による給与等の支払明細書（以下
「支払明細書」といいます。）の交付に代えて、支払明細書に記載すべき事項を電磁的方法により提供するこ
とができることとされています。この提供により、給与等の支払をする者は、支払明細書を交付したものとみ
なされます。
ただし、給与等の支払を受ける人の請求があるときは、給与等の支払をする者は書面により支払明細書を交付する必

要があります。
（＊）給与等の支払をする者は、あらかじめ、その給与等の支払を受ける人に対し、その用いる電磁的方法の種類及び
内容を示し、書面又は電磁的方法によって承諾を得る必要があります。

給与等の支払をする者が、受給者から次の申告書に記載すべき事項に関し電磁的提供を受けるための必
要な措置を講じる等の一定の要件を満たしていることについて所轄税務署長の承認を受けている場合（注１）に
は、その受給者は、書面による申告書の提出に代えて、電磁的方法により申告書に記載すべき事項の提供
を行うことができることとされています（注２）（注３）（所法１９８、２０３、２０３の５、所令３１９の２、３１９の４、３１９の１１、
所規７６の２、７７、７７の３）。
１　給与所得者の扶養控除等申告書
２　従たる給与についての扶養控除等申告書
３　給与所得者の配偶者特別控除申告書
４　給与所得者の保険料控除申告書
５　退職所得の受給に関する申告書
６　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書
（注）１ 承認を受けるための申請書の提出をした日の属する月の翌月末日までにその承認又は不承認の決定がなかったと

きは、その提出日の翌月末日において承認があったものとみなされます。
２ これらの申告書に記載すべき事項の電磁的提供に当たっては、①給与等の支払をする者が発行した個々の受給者
の識別ができるＩＤ及びパスワード又は②受給者の電子署名及びその電子署名に係る電子証明書をもって、これら
の申告書にすべき本人の署名・押印に代えることができます。
３　申告書に添付すべき証明書類については、従前どおり書面による提出又は提示が必要となります。

衄 源泉徴収をした所得税の納付

衂 給与等の支払明細書の交付

参考 源泉徴収関係書類の電子提出
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第３　退職所得の源泉徴収事務

居住者に支払う退職所得の源泉徴収事務は、①退職手当等の支払を受ける人（退職者）から、「退職所
得の受給に関する申告書」の提出を受け、この申告書に記載されている勤続年数などに基づいて退職所得
控除額を計算し、②退職手当等の金額から退職所得控除額を控除した残額の２分の１に相当する金額（課
税退職所得金額）に応じて、「退職所得の源泉徴収税額の速算表」（２０ページ参照）の「税額」欄に示さ
れている算式に従って税額を計算し、③退職手当等を支払う際にその税額を源泉徴収して納付する事務で
す。
（注）「退職所得の受給に関する申告書」の記載例は、２９ページを参照してください。

退職所得とは、退職したことにより一時に支払われる退職手当や退職金、一時恩給などをいいます（所
法３０①、３１）。
なお、死亡したことにより退職した人に支払う退職手当等は、通常その遺族の相続税の課税対象となり

ますので、所得税は課税されません（基通９－１７）。

退職所得の金額は、その年中の退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した残額の２分の１に
相当する金額とされています（所法３０②）。
この退職所得控除額は、一般の退職の場合、退職した人がその会社などに就職してから退職するまでの

勤続年数に応じて、次のように定められています（所法３０③、所令６９、７０）。

退職所得控除額の計算に当たっては、次の点に注意してください。
１　退職所得控除額は、勤続年数に応じて「源泉徴収のための退職所得控除額の表」により求めます。
２　勤続年数に１年未満の端数がある場合には、その端数を切り上げて１年とします（所令６９②）。

（例：２１年３か月→２２年）
３　計算した退職所得控除額が８０万円未満の場合には、８０万円とします（所法３０④二）。
４ 障害者となったことに直接基因して退職した場合には、一般の退職の場合の金額に一律１００万円を加算
した金額を退職所得控除額とします（所法３０④三）。

（注） この設例は「退職所得の受給に関する申告書」が提出されている場合の例ですが、この申告書が提出
されていない場合には、退職手当等の金額に２０％を乗じた税額を源泉徴収することになります。
なお、この申告書は源泉徴収義務者が保管することになっており、税務署へ提出する必要はありませ

ん（基通２０３－３）。

蠢 退職所得の範囲

蠡 退職所得控除額

蠱 税額の求め方（平成２２年分）

勤 続 年 数 退 職 所 得 控 除 額

２０年以下の場合 ４０万円×勤続年数

２０年を超える場合 ８００万円＋７０万円×（勤続年数－２０年）

盧 勤続期間 昭和５５年１０月１日就職～平成２２年３月３１日退職
盪 退職手当等の金額 １,７００万円
蘯 退職の理由 定年退職

（設例）
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〔税額の計算〕
① 勤続年数は、２９年６か月ですから１年未満の端数
を切り上げて３０年となります。
② 「源泉徴収のための退職所得控除額の表」によっ
て、「勤続年数」が「３０年」で「一般退職の場合」
の退職所得控除額を求めると１,５００万円となりま
す。
③ 退職手当等の金額から退職所得控除額を控除した
残額を２分の１して課税退職所得金額を求めます。

（１,７００万円－１,５００万円）×　　＝１００万円

④ 「退職所得の源泉徴収税額の速算表」の「税額」
欄に算式が示されていますので、この算式に従って
税額を計算します。

１００万円×５％＝５万円
これがその退職手当等から源泉徴収する税額です。

退職所得の源泉徴収税額の速算表（平成２２年分）

（注） 課税退職所得金額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。また、求めた税額に
１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。

居住者又は内国法人に支払う報酬・料金等の源泉徴収事務は、原稿料、講演料、技芸・スポーツ・知識
等の教授・指導料、税理士報酬、外交員報酬、出演料、ホステスの報酬などの報酬・料金等の支払者が、
その支払の際に一定の税率により所得税を徴収して納付する事務です。
源泉徴収の対象とされている報酬・料金等の範囲及び税額の計算方法は、次の表のとおりです。
なお、給与等の支払がない個人又は常時２人以下の家事使用人のみに対して給与等を支払う個人は、次

表の９に掲げるホステスなどの報酬・料金を支払う場合を除き、源泉徴収を行う必要はありません（所法
１８４、２０４②）。

（源泉徴収のための退職所得控除額の表）

１
２

第４　報酬・料金等の源泉徴収事務

課 税 退 職 所 得 金 額 � 税 率 � 控 除 額 � 税 額 ＝ � × � － �

１，９５０，０００ 円以下

１，９５０，０００ 円超 ３，３００，０００ 〃

３，３００，０００ 〃 ６，９５０，０００ 〃

６，９５０，０００ 〃 ９，０００，０００ 〃

９，０００，０００ 〃 １８，０００，０００ 〃

１８，０００，０００ 〃

５％

１０％

２０％

２３％

３３％

４０％

―

９７，５００円

４２７，５００円

６３６，０００円

１，５３６，０００円

２，７９６，０００円

（Ａ）×５％

（Ａ）×１０％ － ９７，５００円

（Ａ）×２０％ － ４２７，５００円

（Ａ）×２３％ － ６３６，０００円

（Ａ）×３３％ － １，５３６，０００円

（Ａ）×４０％ － ２，７９６，０００円
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蠢 居住者に対して支払う報酬・料金等 （所法２０４、２０５、所令３２０、３２１、３２２、措法４１の２０）

（注）１　報酬・料金等には、物品その他の経済的利益により支払うものも含まれます。
２ 報酬・料金等の金額の中に消費税及び地方消費税の額が含まれている場合であっても、消費税及び地方消費税
の額を含めた金額が源泉徴収の対象となる報酬・料金等の金額となります。ただし、報酬・料金等の支払を受け
る者からの請求書等において、報酬・料金等の額と消費税及び地方消費税の額とが明確に区分されている場合に
は、その報酬・料金等の額のみを源泉徴収の対象とする金額として差し支えありません（平元直法６－１、平９
課法８－１改正）。
３ 報酬・料金の支払者が、その支払を受ける人の旅行、宿泊などの費用を負担する場合も源泉徴収の対象となり
ますが、その費用を報酬・料金の支払を受ける人に支払わず、交通機関やホテルなどに直接支払い、かつ、その
金額がその費用として通常必要であると認められる範囲内であれば、源泉徴収をしなくて差し支えありません
（基通２０４－４）。

源 泉 徴 収 の 対 象 と な る 報 酬 ・ 料 金 等 税 額 の 計 算 方 法

１ 弁護士、税理士などの業務に関する報酬・料金

弁護士（外国法事務弁護士を含みます。）、公認会計

士、税理士、計理士、会計士補、社会保険労務士、弁

理士、企業診断員、測量士、測量士補、建築士、建築

代理士、不動産鑑定士、不動産鑑定士補、技術士、技

術士補、火災損害鑑定人、自動車等損害鑑定人の業務

に関する報酬・料金

支払金額×１０％

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

２０％

２ 司法書士、土地家屋調査士、海事代理士の業務に関

する報酬・料金
（支払金額－１万円）×１０％

３ 外交員、集金人、電力量計の検針人の業務に関する

報酬・料金

�
�
�
その月中の
報酬・料金 －

�
�
�
１２万円－その月中の給与等の額

�
�
�

�
�
�
×１０％

４ 原稿料、講演料など

原稿料、挿絵料、作曲料、レコードやテープの吹込

料、デザイン料、放送謝金、著作権の使用料、著作隣

接権の使用料、講演料、技芸・スポーツ・知識等の教

授・指導料、投資助言業務に係る報酬もしくは料金、

脚本料、脚色料、翻訳料、通訳料、校正料、書籍の装

丁料、速記料、版下の報酬など 支払金額×１０％

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

２０％

５ 次に掲げる職業運動家等の業務に関する報酬・料金

職業野球の選手、プロサッカーの選手、プロテニス

の選手、プロレスラー、プロゴルファー、プロボウラ

ー、自動車のレーサー、競馬の騎手、モデルなど

６ 芸能人などに支払う出演料等

（注）一般の人に支払うラジオやテレビ放送の出演料

も含まれます。

７ 芸能人の役務の提供を内容とする事業の報酬・料金

８ プロボクサーの業務に関する報酬・料金 （支払金額－５万円）×１０％

９ バー・キャバレー等のホステス、バンケットホステ

ス・コンパニオン等の業務に関する報酬・料金

（支払金額－控除額）×１０％

（注）控除額＝（５，０００円×支払金額の計算期間の日数）

－その計算期間の給与等の額

１０ 役務の提供を受けることを約することにより一時に

支払う契約金

（注）例えば、技術者を採用する際に支払う支度金な

ど

支払金額×１０％

ただし、同一人に対して１回に支払う金額が１００万円を

超える場合には、その１００万円を超える部分については、

２０％

１１ 事業の広告宣伝のための賞金 （支払金額－５０万円）×１０％

１２ 社会保険診療報酬支払基金が支払う診療報酬 （支払金額－月２０万円）×１０％

１３ 馬主に支払う競馬の賞金 ｛支払金額－（支払金額×２０％＋６０万円）｝×１０％
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第５　配当所得の源泉徴収事務

居住者又は内国法人に支払う配当所得の源泉徴収事務は、剰余金の配当、剰余金の分配など（平成２２年
１０月１日以後は、同日以後に行われる法人税法に規定する適格現物分配に係るものは除きます。以下「配
当等」といいます。）や配当等とみなされるいわゆるみなし配当の支払者が、その支払の際に次に掲げる区
分の税率により所得税を徴収して納付する事務です（所法２４、２５、１７４、１８１、２１２、措法９の３、９の３の２、
９の４の２、３７の１１の６、法法２十二の十五、平２０改正法附則３３、平２２改正法附則１三イ）。
（注） みなし配当とは、①非適格合併、②非適格分割型分割、③資本の払戻し、④残余財産の分配、⑤自己株式の取得等

（自己株式の取得、出資の消却等、組織変更）により受けた金銭その他の資産の交付が、配当とみなされるものをいい
ます。

なお、株式又は出資に係る配当等については、その支払の確定した日（株主総会の決議で定められた剰
余金の配当等についての効力を生ずる日など）から１年を経過した日までに支払がない場合には、その１
年を経過した日に支払があったものとみなして、所得税を源泉徴収することになっています（所法１８１②）。

１　上場株式等の配当等の場合
源泉徴収税率は、７％（支払を受ける者が居住者の場合は他に住民税３％）です。
なお、平成２４年１月１日以後は１５％（支払を受ける者が居住者の場合は他に住民税５％）の税率が適用

されます（措法９の３、平２０改正法附則３３）。
（注）１ 発行済株式の総数等の５％以上に相当する数又は金額の株式等を有する個人が支払を受ける上場株式等の配当等

については、この制度の対象となりません（下記２に該当することになります）。
２ 「上場株式等の配当等」には、証券取引所（金融商品取引所）に上場されている株式や店頭売買登録銘柄として
登録されている株式についての配当のほか、特定株式投資信託や公募株式投資信託の収益の分配、特定投資法人の
投資口の配当等が含まれます。なお、このほか、投資信託の収益の分配等についても源泉徴収が必要です。詳しく
は、国税庁ホームページに掲載されている「源泉徴収のあらまし」をご参照ください（「源泉徴収のあらまし」は
冊子による提供も行っています。）。

２　上場株式等以外の配当等の場合
源泉徴収税率は、２０％（住民税なし）です。

非居住者又は外国法人に支払う所得の源泉徴収事務は、非居住者又は外国法人に対して国内において生
じた所得（国内源泉所得といいます。）を支払う際に、一定の税率により所得税を徴収して納付する事務で
す。
なお、源泉徴収の税率等は次のとおりです。

蠡 内国法人に対して支払う報酬・料金等 （所法１７４、１７５、所令２９８、２９９）

源泉徴収の対象となる報酬・料金等 税 額 の 計 算 方 法

馬主に支払う競馬の賞金 ｛支払金額－（支払金額×２０％＋６０万円）｝×１０％

第６　非居住者又は外国法人に支払う所得の源泉徴収事務
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非居住者又は外国法人が支払を受ける国内源泉所得のうち源泉徴収の対象とされるものは、次のとおり
です（所法１６１、２１２①、措法９の６、３７の１１の４①、３７の１１の６①、４１の９①②、４１の１２①②、４２①）。
１ 国内において行う組合契約事業から生ずる利益の配分（国内に恒久的施設を有しない非居住者又は外国
法人が支払を受けるものを除きます。）
（注）「組合契約事業」とは、所得税法第１６１条第１号の２に規定する組合契約に基づいて行う事業をいいます。

２ 国内にある土地、土地の上に存する権利、建物及びその附属設備又は構築物の譲渡による対価（ただし、
譲渡対価の金額が１億円以下で、かつ、その土地等を自己又はその親族の居住の用に供するために譲り受
けた個人が支払うものを除きます。）
３ 国内において次のような人の人的役務の提供を主たる内容とする事業を行う非居住者又は外国法人に支
払うその人的役務の提供の対価
盧 映画や演劇の俳優、音楽家などの芸能人、職業運動家

蠢 源泉徴収の対象となる国内源泉所得の範囲

所 得 の 種 類 支払を受ける人 源 泉 徴 収 の 税 率

① 組合契約事業から生ずる利益の配分
（所法１６１一の二）

国内に恒久的施設
を有する非居住者

２０％（所法２１３①一）
国内に恒久的施設
を有する外国法人

② 土地等の譲渡による対価（所法１６１一の三）
非 居 住 者

１０％（所法２１３①二）
外 国 法 人

③ 利子等（所法１６１四）

非 居 住 者
１５％（所法２１３①三）

※振替国債及び振替地方債並びに一定
の振替社債等の利子については、一
定の要件の下に、その者の所有して
いた期間に対応する金額の源泉徴収
を免除（措法５の２、５の３）

外 国 法 人

④ 次に掲げる収益の分配等
イ 私募公社債等運用投資信託の収益の分配
ロ 特定目的信託の社債的受益権の収益の分配
（所法２４①、１７４二、措法８の２①③）

非 居 住 者

１５％（所法２１３①一、措法８の２④）

外 国 法 人

⑤ 上記④以外の配当等（所法１６１五）

非 居 住 者 ７％（上場株式等の配当等の場合。な
お、平成２４年１月１日以後は１５％。）又
は２０％（上場株式等以外の配当等の場
合）（所法２１３①一、措法９の３、平２０
改正法附則３３）外 国 法 人

⑥ 定期積金の給付補てん金等（所法１６１十一）
非 居 住 者

１５％（所法２１３①三）
外 国 法 人

⑦ 源泉徴収を選択した特定口座内保管上場株式等
の譲渡による所得等（措法３７の１１の４）

国内に恒久的施設
を有する非居住者

７％（なお、平成２４年１月１日以後は
１５％）（措法３７の１１の４①②、平２０改正
法附則４５）

⑧ 懸賞金付預貯金等の懸賞金等（措法４１の９）
非 居 住 者

１５％（措法４１の９③）
外 国 法 人

⑨ 割引債の償還差益（措法４１の１２）

非 居 住 者

１８％（特定のものは１６％）
（措法４１の１２③）

※短期公社債で、その発行の際にその
銘柄が同一である他の短期公社債の
すべてとともに振替記載等がされる
ものについては、源泉徴収を免除
（措法４１の１２⑨）

外 国 法 人

⑩ 上記①から⑨以外の国内源泉所得（所法１６１二、
三、六～十、十二）

非 居 住 者
２０％（所法２１３①一）

外 国 法 人
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盪 弁護士、公認会計士、建築士などの自由職業者
蘯 科学技術、経営管理などの分野に関する専門的知識や特別の技能のある人

４ 国内にある不動産や不動産の上に存する権利、採石権の貸付け、租鉱権の設定、船舶や航空機の貸付け
による対価
５ 日本国の国債、地方債又は内国法人の発行する債券の利子や外国法人の発行する債券の利子のうち当該
外国法人が国内において行う事業に帰せられるもの、国内にある営業所等に預け入れられた預貯金の利子
等
６　内国法人から受ける剰余金の配当、利益の配当や剰余金の分配などの配当
７　国内において業務を行う者に対する貸付金の利子でその業務に係るもの
８　国内において業務を行う者から受ける次の使用料又は対価でその業務に係るもの
盧 工業所有権などの技術に関する権利、特別の技術による生産方法、ノウハウなどの使用料又はその譲
渡の対価
盪 著作権、著作隣接権、出版権などの使用料又はこれらの権利の譲渡の対価
蘯 機械、装置、車両、運搬具、工具、器具、備品の使用料
盻 上記盪又は蘯の資産で居住者又は内国法人の業務の用に供される船舶又は航空機において使用される
ものの使用料

９ 給与等その他人的役務の提供に対する報酬で国内勤務等に基因するもの、公的年金等、退職手当等で居
住者期間の勤務等に基因するもの
１０ 国内において行われる事業の広告宣伝のための賞金、賞品
１１ 国内において保険業法に規定する生命保険会社、損害保険会社等と締結した保険契約等に基づく年金
１２ 国内にある営業所等と締結した契約により支払を受ける定期積金の給付補てん金等
１３ 匿名組合契約等に基づく利益の分配
１４ 外国特定目的信託の利益の分配又は外国特定投資信託の収益の分配
１５ 源泉徴収を選択した特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等
１６ 国内において預入等をした懸賞金付預貯金等の懸賞金等
１７ 割引債の償還差益

非居住者又は外国法人に対する課税については、次のような特例があります。
１　源泉徴収免除証明書によるもの

非居住者又は外国法人が、国内に恒久的施設を有することなど一定の要件を備えていることについて
納税地の所轄税務署長から源泉徴収免除証明書（以下「免除証明書」といいます。）の交付を受け、こ
の免除証明書を国内源泉所得の支払者に提示した場合には、その免除証明書の有効期間内にその支払者
が支払う国内源泉所得のうち特定のものについては、源泉徴収を要しないことになっています（所法
１８０、２１４）。
２　租税条約によるもの
非居住者又は外国法人の本国と我が国との間で租税条約が締結されている場合には、その租税条約に定

めるところにより、非居住者又は外国法人が支払を受ける国内源泉所得に対する源泉所得税が免除され、
又は軽減されることがあります。この源泉所得税の免除又は軽減を受けようとする場合には、所定の届出
書や還付請求書をその国内源泉所得の支払者を経由して税務署長に提出する必要があります（租税条約等
の実施特例法省令２～９の１０）。
これらの詳しい手続などについては、所轄の税務署におたずねください。

次の所得などについても、源泉徴収が必要となります。
詳しくは、国税庁ホームページに掲載されている「源泉徴収のあらまし」をご参照ください（「源泉徴収

のあらまし」は冊子による提供も行っています。）。
①　公社債及び預貯金の利子等
②　定期積金の給付補てん金等
③　特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等
④　公的年金等

蠡 非居住者又は外国法人に対する課税の特例

第７　その他の所得に対する源泉徴収
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源泉徴収義務者が税額計算の誤りなどにより源泉所得税を納め過ぎた場合には、納め過ぎとなった理由、
還付を受けようとする金額等を記載した「源泉所得税の誤納額還付請求書」を納税地の所轄税務署長に提
出しますと、所轄税務署において還付請求書の内容を検討して納め過ぎとなっている額を源泉徴収義務者
に還付することになっています（国税通則法５６）。
（注）「源泉所得税の誤納額還付請求書」の記載例は、２９ページを参照してください。

なお、年末調整による過納額の還付の請求については、これとは別に、その手続が定められていますの
で、詳細については毎年、年末調整を行う時期に税務署から配布する説明書（「年末調整のしかた」）をご
参照ください。

給与等や退職手当等、報酬・料金などの支払者は、その支払の明細を記載した源泉徴収票や支払調書を
一定の期限までに本人に交付したり、あるいは税務署長に提出しなければならないことになっています
（所法２２５、２２６）。
以下、給与等及び退職手当等の源泉徴収票と報酬・料金などを支払った場合の支払調書の提出等につい

て説明します。
１　給与所得の源泉徴収票

盧 給与等の支払者は、各受給者について、その年の１月から１２月までの間に支払の確定した給与等の金
額や源泉徴収税額などを記載した「給与所得の源泉徴収票」を２部作成し、そのうち１部を合計表とと
もに翌年１月３１日まで（年の中途で退職した受給者については、退職後１か月以内）に、税務署長に提
出し、他の１部を受給者に交付しなければなりません（所法２２６①、所規９３①）。
なお、年の中途で退職した受給者の源泉徴収票については、その他の受給者分と併せて退職の年の翌

年１月３１日までに税務署長に提出することとしても差し支えありません。
（注）１ 外国人労働者が、国内に住所を有するか又は引き続いて国内に１年以上居所を有することにより居住者となる

場合についても、同様の取扱いとなりますので注意してください。
２ 年末調整において、社会保険料控除を受けた国民年金保険料等の金額（＊）があるときは、給与所得の源泉徴収
票の摘要欄に「国民年金保険料等の金額」を記載する必要があります。
（＊） 国民年金保険料等とは、国民年金法の規定により被保険者として負担する国民年金の保険料及び国民年金
基金の加入員として負担する掛金をいいます。

３ 年末調整において所得税法第１９０条第２号に掲げる税額（以下「算出税額」といいます。）から控除した住宅借
入金等特別控除額がある場合で、給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申告書に記載された住宅
借入金等特別控除額（以下「住宅借入金等特別控除可能額」といいます。）が算出税額を超える場合には、給与
所得の源泉徴収票の摘要欄に「居住開始年月日」及び「住宅借入金等特別控除可能額」等を記載することとなっ
ていますので、記載漏れのないように注意してください。

盪 給与等が、次のいずれかに該当するものである場合には、その給与等については、盧にかかわらず源
泉徴収票を税務署長に提出する必要はありません（所規９３②）。
イ 年末調整をした給与等（次のロ及びハの給与等を除きます。）で、その年の給与等の支払金額が
５００万円以下であるもの
ロ 法人の役員（相談役、顧問その他これらに類する人を含みます。）に支払う給与等で、年末調整を
したその年の給与等の支払金額が１５０万円以下であるもの
ハ 弁護士（外国法事務弁護士を含みます。）、公認会計士、税理士、弁理士などに支払う給与等で、年
末調整をしたその年の給与等の支払金額が２５０万円以下であるもの
ニ 「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」を提出した人に支払う給与等で、年末調整をしなかっ
たその年の給与等の支払金額が２５０万円以下であるもの（役員の場合には、５０万円以下であるもの）
ホ 「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」を提出しない人に支払う給与等で、その年の給与等の
支払金額が５０万円以下であるもの

蠢 源泉徴収税額の過誤納額の還付

蠡 源泉徴収票及び支払調書の提出

第８　　そ　　の　　他
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蘯 源泉徴収票の交付等に関して次のような特例が認められています。
イ 給与等の支払をする者は、給与等の支払を受ける人の承諾（注）を得て、書面による給与所得の源泉徴
収票の交付に代えて、給与所得の源泉徴収票に記載すべき事項を電磁的方法により提供することがで
きることとされています。この提供により、給与等の支払をする者は、給与所得の源泉徴収票を交付
したものとみなされます。
ただし、給与等の支払を受ける人の請求があるときは、給与等の支払をする者は書面により給与所

得の源泉徴収票を交付する必要があります（所法２２６④⑤）。
なお、給与所得のある人が確定申告を行う場合には、下記ハによる場合を除き確定申告書に給与所

得の源泉徴収票を添付する必要がありますが、この場合には、下記ロによる場合を除き電磁的方法に
より提供を受けた人がプリントアウトしたものではなく、従来どおり書面により交付を受けたものを
添付する必要があります。
（注） 給与等の支払をする者は、あらかじめ、その給与等の支払を受ける人に対し、その用いる電磁的方法の種類及

び内容を示し、書面又は電磁的方法によって承諾を得る必要があります（所令３５２の４①）。

ロ e-Taxにより確定申告を行う際の添付書類として、電磁的方法により提供される「給与所得の源泉
徴収票」のうち、国税庁が定める一定のデータ形式で作成され、かつ、源泉徴収義務者等（交付者）
の電子署名が付与されたものについては、オンライン送信が可能となっています。
ハ e-Taxを使用して所得税の確定申告書の提出を行う場合には、給与所得の源泉徴収票の添付に代
えてその記載内容を入力して送信することができることとされています（この場合、税務署から提
出または提示を求められたときには、給与所得の源泉徴収票を提出または提示する必要がありま
す。）。

２　退職所得の源泉徴収票
盧 退職手当等の支払者は、各受給者について支払の確定した退職手当等の金額や源泉徴収税額などを記
載した「退職所得の源泉徴収票」を２部作成し、そのうち１部を合計表とともに退職後１か月以内に税
務署長に提出し、他の１部を受給者に交付しなければなりません（所法２２６②、所規９４①）。この場合、
その年中の源泉徴収票を取りまとめて、翌年１月３１日までに税務署長に提出することとしても差し支え
ありません。
盪 法人の役員（相談役、顧問その他これらに類する人を含みます。）以外の人に支払う退職手当等につ
いては、盧にかかわらず、源泉徴収票を税務署長に提出する必要はありません（所規９４②）。
蘯 退職所得の源泉徴収票についても上記１蘯と同様の取扱いが認められています。

３　報酬・料金等の支払調書
盧 所得税法第２０４条第１項各号に掲げる報酬・料金、契約金、賞金又は診療報酬の支払者は、その報
酬・料金、契約金などについてその支払を受ける者ごとに支払金額や源泉徴収税額などを記載した「支
払調書」を作成し、翌年１月３１日までに合計表とともに税務署長に提出しなければならないことになっ
ています（所法２２５、所規８４①）。
盪 次に掲げる報酬・料金などについては、盧にかかわらず支払調書を税務署長に提出する必要はありま
せん（所規８４②）。
イ 診療報酬、職業拳闘家、外交員、集金人、電力量計の検針人の報酬・料金及びバー・キャバレー等
のホステス、バンケットホステス・コンパニオン等の報酬・料金については、同一人に対するその年
中の支払金額が５０万円以下であるもの
ロ　広告宣伝のための賞金については、同一人に対するその年中の支払金額が５０万円以下であるもの
ハ 馬主が受ける競馬の賞金については、同一人に対するその年中の支払金額の全部につきそれぞれそ
の１回の支払金額が７５万円以下であるもの
ニ イ、ロ及びハの報酬・料金以外の報酬・料金については、同一人に対するその年中の支払金額が
５万円以下であるもの

４　非居住者等の所得の支払調書
非居住者等に給与等や報酬など一定の支払を行う者は、その支払を受ける人ごとにその支払金額や源泉

徴収税額などを記載した「支払調書」を作成し、翌年１月３１日までに合計表とともに税務署長に提出しな
ければならないことになっています（所法２２５①、所規８９）。
ただし、その年中の支払金額が５０万円以下である場合には、提出する必要はありません（所法２２５①、

所規８９④）。
（注）「非居住者等に支払われる組合契約に基づく利益の支払調書」のほか、一部の調書については、提出期限や提出範
囲が異なるものがあります。
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盧 給与等や報酬・料金、公的年金等の支払を受ける人が震災、風水害、落雷、火災のような災害により
大きな被害を受けたときは、「災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律」（以下「災免
法」といいます。）によって、源泉所得税の徴収猶予や還付を受けることができます（災免法３）。
なお、これにより徴収猶予や還付を受けた人は、確定申告書を提出して猶予税額や還付税額の精算を

しなければなりません。
盪 災免法に基づき給与等又は公的年金等について徴収猶予を受けようとする場合には、所定の申請書を
その支払者を経由して災害を受けた人の納税地の所轄税務署長に提出（注）（還付を受ける場合や報酬・料
金について徴収猶予を受ける場合は、直接、災害を受けた人の納税地の所轄税務署長に提出）すること
になっています。
詳しい手続などについては、最寄りの税務署におたずねください。

（注）支払者の源泉所得税の納税地の所轄税務署長に提出しても構いません（この場合でも、申請者の名宛人は、災害を
受けた人の納税地の所轄税務署長としてください。）。

源泉徴収税額のある給与所得者で確定申告をすればその源泉徴収税額の還付が受けられるのは、次のよ
うな人です。
盧 年の中途で退職して年末調整を受けなかった人で、その後その年中に他の所得がないことなどにより、
給与等について源泉徴収された税額が納め過ぎとなる人
盪 災害により住宅や家財についてその価額の５０パーセント以上の損害を受けたため、災免法の規定によ
る所得税の軽減、免除を受けようとする人
蘯 災害、盗難又は横領により住宅や家財について損害を受けた場合や災害等に関連してやむを得ない支
出をした場合に、その損害額や支出した金額が一定の金額を超えるため、所得税法の規定による雑損控
除を受けようとする人（盪の軽減や免除を受ける人は、その災害による損失額については、この控除は
受けられません。）
盻 支払った医療費が、１０万円か所得金額の合計額の５パーセント相当額かのいずれか低い金額を超える
ため、所得税法の規定による医療費控除を受けようとする人
眈 国や地方公共団体、特定公益増進法人等に対して支払った寄附金、認定特定非営利活動法人の行う一
定の特定非営利活動に係る事業に関連する寄附金、特定新規中小会社が発行した株式の取得に要した金
額又は特定の政治献金が２千円を超えるため、所得税法の規定による寄附金控除を受けようとする人
眇 所得が一定額以下の人などで、配当所得があるため所得税法の規定による配当控除を受けようとする
人
眄 外国で所得税に相当する税を納めた人で、所得税法の規定による外国税額控除を受けようとする人
眩 住宅の取得等をしたため、租税特別措置法の規定による（特定増改築等）住宅借入金等特別控除が受
けられる人や、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用が２年目以降となる人で年末調整の際に
その控除を受けていない人
眤 退職手当等の支払を受ける際に「退職所得の受給に関する申告書」を提出しなかったために、その支
払額に２０パーセントの税率で源泉徴収された人で、その源泉徴収税額が退職所得控除額等を適用して求
めた税額を超えている人
眞 政党等に対して政治活動に関する一定の寄附をしたことにより政党等寄附金特別控除を受けられ
る人
眥 一定の耐震改修を行った人で、住宅耐震改修特別控除を受けようとする人
眦 一定の特定改修工事を行った人で、住宅特定改修特別税額控除を受けようとする人及び一定の認定長
期優良住宅の新築等を行った人で、認定長期優良住宅新築等特別税額控除を受けようとする人
眛 本人の電子署名及びその電子署名に係る電子証明書を付して、所得税の確定申告書をe-Taxにより提
出することにより、一定の要件の下、電子証明書等特別控除を受けられる人（この控除の適用は、平成
１９年分から平成２２年分までの間で１回に限られます。）
眷 特定支出の額の合計額が給与所得控除額を超えるため、給与所得者の特定支出控除の特例の適用を受
けようとする人

蠱 災害被害者に対する救済

蠶 給与所得者で確定申告をすれば源泉徴収税額が還付される場合
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○　給与支払事務所等の開設届出書 

○　源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書 
　　兼納期の特例適用者に係る納期限の特例に関する届出書 

給与支払事務所等の所在
地の所轄の税務署名を記
載します。 

「開設」の内容に応じて
該当するものにレ印を付し
ます。 

各人ごとの給与額及び扶養
親族等の状況等からみて
納付すべき税額があるか
どうかを判断し、従事員の
うち１人でも納付すべき税額
のある人がいる場合には、
「有」を○で囲みます。 

「開設」の文字を○で囲み
ます。 

フリガナを記載します。 

所在地については、ビル名、
部屋番号まで詳しく記載
します。 

「開設」の場合には記載の
必要はありません。 

日給・月給等の区分を記載
します。 

申請書を提出する日の前６
か月間の各月末の人員と各
月の給与等の支給総額とを
記入してください。この場
合、臨時に雇い入れた人が
いるときは、その人数を「支
給人員」欄に、その支給金
額を「支給額」欄にそれぞ
れ外書きしてください。 
なお、給与支払事務所を開
設した直後にこの申請を行
う場合には、今後の給与等
の支給人員等の見込みを
参考として記載します。 

所在地については、ビル名、
部屋番号まで詳しく記載
します。 

国税の滞納又は納付遅延
等がある場合には、必ずそ
の理由を記載します。 

納期限の特例制度に係る
届出書と兼用様式となって
います。 

給与支払事務所等の所在
地の所轄の税務署名を記
載します。 

提出した月（平成２２年３月）
の翌月末日までに税務署長
から承認又は却下の通知
がない場合には、その日の
属する月（平成２２年４月）
支払分の給与等から納期
の特例の対象となります。 
平２２.３支払分 
　　→平２２.４.１２納期限 
平２２.４～２２.６支払分 
　　→平２２.７.１２納期限 

＜参考＞各種届出書等の記載例 
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○　退職所得の受給に関する申告書 

○　源泉所得税の誤納額還付請求書 

退職年月日（会社の役員等
の退職手当等で、株主総
会等の決議を要するものは、
その決議により支払を受ける
金額が具体的に定められた
年月日）を記載します。 

在職中に障害者となったこと
に直接基因して退職した人
は、「障害」を○で囲み、 
（  ）内に障害の状態、身体
障害者手帳の交付年月日を
記載します。その他の人は
「一般」を○で囲みます。 

前年以前４年内（その年に
確定拠出年金に基づく老齢
給付金として支払われる一
時金がある場合には、１４年
内）に支払を受けた退職手
当等がある場合には、その
退職手当等についての勤
続期間を記載します。 

この申告書を提出して今回
支払を受ける退職手当等に
ついての勤続期間とその年
数（１年未満の端数は切上
げ）を記載します。 

この申告書は退職手当等の
受給者が作成します。 

誤納となった納付に係る納
付書の領収年月日と税務署
名を記載します。 

添付書類の名称を記載しま
す。また、添付漏れがない
かどうか確認してください。 

退職した年の1月1日現在
で生活保護法による生活扶
助を受けている人は、生活
扶助の「有」をその他の人
は「無」を○で囲みます。 

「①」欄と「②」欄の勤続期
間について、重複する部分
は二重に計算しないように
通算した勤続期間とその年
数（１年未満の端数は切上
げ）を記載します。 

本年中に支払を受けた他の
退職手当等についての勤
続期間を記載します。 

提出先の税務署名を記載
します。 

誤納を生じた理由を簡記し
ます。 

納付書に記載した金額等を
記載します。 

正しい金額等を記載します。 

「誤納額の計算内容」欄に
おいて計算した差引誤納額
を記載します。 
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最初と最後の 
支払年月日 

「納付の目的」欄に記入 
した期間内における各月 
ごとの実人員の合計数 

整理番号をお 
忘れなく！！ 

最初と最後の 
支払年月 

平成22年1月から6月 
までに支払った俸給・給 
料等の合計額とその税額 

平成22年6月30日に 
支払った使用人分の賞 
与とその税額 

平成22年1月から6月 
までに支払った税理士 
報酬の合計額とその税 
額 

法人の役員の職務に対し 
て支払った賞与について 
記載します。 

納付する税 
額の合計額 

給与所得、退職所得等の所得税徴収高計算書（納付書）

納付書には、納付する税額のほか、その月の給与等の支払を受ける人の数や給与等の支払額などを記載
することになっています。
この納付書は３枚１組の複写式になっていますが、納付するときは切り離さずに最寄りの金融機関や所

轄の税務署の窓口へ提出してください。
なお、納期の特例の承認を受けている源泉徴収義務者の場合には、この記載例の「納期特例分」の納付

書を使用し、これ以外の源泉徴収義務者の場合には、「一般分」の納付書を使用してください。
（注） 給与等の支給人員が常時１０人未満である源泉徴収義務者については、給与等や退職所得等、税理士等の報酬・料金に

ついて源泉徴収をした所得税を年２回（７月と翌年１月）にまとめて納付する納期の特例の承認を受けることができま
す（詳しくは３ページを参照してください。）。

＜納付する税額がない場合＞
納付する税額がない場合であっても、所得税徴収高計算書（納付書）は所轄の税務署にe-Tax又は信書

便により送付又は提出してください。

〔設例〕 納期の特例の承認を受けている源泉徴収義務者の場合

源泉所得税の納付は、e-Tax（イータックス）を利用した電子納税が便利です。
電子納税には、①「ダイレクト納付」を利用する方法と、②インターネットバンキングやＡ

ＴＭ等を利用して納付する方法があります。
「ダイレクト納付」とは、事前に届出をした預貯金口座からの振替により、簡単なクリック

操作で即時又は期日を指定して納付することができる電子納税の新たな納付手段です。
詳しくは、e-Taxホームページ【www.e-tax.nta.go.jp】をご覧ください。


